
3 歳児(年少）～5 歳児(年長)、 

非課税世帯の 0 歳児～2 歳児は無償 

満 3 歳児～5 歳児は 

月２５，７００円まで無償 

１０月から幼児教育・保育の無償化がはじまります！ 

 

 令和元年１０月から、幼児教育・保育の無償化がはじまります。 

この新しい制度は子どもの生涯にわたる人格形成の基礎を培う幼児教育の 

機会を保障し、子育て世代の経済的な負担の軽減を図るものです。 

無償化の対象となる施設・事業について、ご説明いたします。 

 

保育所（園）・認定こども園・幼稚園・預かり保育の場合 

【対象者】 
 保育所、認定こども園の保育認定を受けている３歳から５歳まで（年少クラスから年長クラスまで） 

の全ての子どもたちの利用料が無償となります。０歳から２歳の子どもについては、住民税非課税世帯 

に限られます。（４月１日時点の年齢） 

認定こども園、幼稚園の教育認定を受けている場合は、満３歳から５歳までの全ての子どもたちの利 

用料が無償となります。 

認定こども園や幼稚園の預かり保育の場合には、保育所等との公平性の観点から、満 3 歳になった最 

初の 4 月 1 日からが無償化の対象となります。満３歳から３月までが無償となるのは非課税世帯のみ

です。 

 また、利用する施設や事業により無償となる上限額があり、下の図のように区別されています。 
 

<施設・事業別の無償化となる上限額> 
 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 
※1 地域型保育・・・保育所より少人数の単位で、０～２歳の子どもを保育する事業で、小規模保育、家庭的保育、居宅訪問
型保育、事業所内保育の４つの事業があります。 
※2 幼稚園（新制度未移行）は幼稚園就園奨励費補助金の対象となる園です。新制度・新制度未移行どちらの幼稚園も市内に
はありません。 
 

【副食費の取り扱いについて】 

 現在、給食費のうち、副食費（おかず・おやつ代）は教育認定（１号認定）の子どもは園へ直接納付 

し、保育認定（２・３号認定）子どもは保育料の一部として、負担しているものです。 

１０月からは１号認定・２号認定（３歳以上の保育認定）ともに、園に直接納付するようになります。 

ただし、年収３６０万円未満相当の世帯と第３子以降の子どもの副食費は免除されます。 

また、これまでの市の第２子無料化の対象となっていた方についても、副食費は免除となります。 

３号認定（３歳未満の保育認定）は、今までどおり保育料に含まれ、別に給食費の徴収はありません。 

※副食費についての詳細は園を通してお知らせします。 

 

 

 

 

保育所（園）、認定こども園、幼稚園（新制度）、

地域型保育 
※１ 

おしらせ 

認定こども園・ 
幼稚園の預かり保育
（保育が必要である要件

を満たすことが条件） 

認定こども園 

（教育認定） 

幼稚園 

3 歳児(年少）～5 歳児(年長)、

非課税世帯の 0 歳児～2 歳児は

月１１，３００円まで無償 

幼稚園（新制度未移行） ※2 

実費 実費 



3 歳児(年少）～5 歳児(年長)は 

月 37,000 円まで、非課税世帯の

0 歳児～2 歳児は月 42,000 円 

まで無償 

3 歳児(年少）～5 歳児(年長)、

非課税世帯の 0 歳児～2 歳児は

標準的な利用料が無償 

【必要な手続き】 

現在、保育所（園）・認定こども園・地域型保育事業、新制度の幼稚園の利用者については、申請は 

不要です。 

ただし、認定こども園または幼稚園（新制度）＋預かり保育を利用している場合は、預かり保育の部 

分の申請が必要(保育が必要であることの要件をみたす場合のみ)となりますので、通っている園を通し

て申請書を提出してください。 

10 月からの保育料については、園を通して通知いたします。 

 

認可外保育施設・一時預かり等の場合 
【対象者】 
  対象となるには、保育が必要であることの要件（就労・疾病等）を満たさなければなりません。 

３歳から５歳までの子どもは月額 37,000 円まで、０歳から２歳の住民税非課税世帯の子どもは 

月額 42,000 円までの利用料が無償となります。（４月１日時点の年齢） 

 各施設・事業については下の図のとおり区別されています。 

 

<施設・事業別の無償となる上限額> 

 

 

 

 

  

   

   

 

 【必要な手続き】 

    無償化の対象となるためには、市に申請をし、保育の必要性の認定を受ける必要があります。 

現在利用している方は園を通して申請をしてください。 

 

※以上の施設、事業において実費として徴収されているもの（通園送迎費や教材費等）は   

無償化の対象外となります。 

 

◇無償化対象の園を新たに利用する場合には、市へ認定申請が必要となります◇ 

市は、利用者からの申請を受け、利用する園や保育の必要性の有無等を確認し、申請者に無償化の 

対象となることを通知いたします。 

（なお、申請手続き等については、詳細が決定した段階でホームページ等にてお知らせいたします。） 

   ご不明な点などは下記までお問い合わせください。 

 

《問い合わせ》 

  北茨城市役所 子育て支援課 保育係  電話：０２９３－４３－１１１１（内線１３２～１３４） 

  〒３１９－１５９２ 北茨城市磯原町磯原１６３０ 

 

 

企業主導型保育事業 

認可外保育施設、一時預かり事業等 

 


